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入間市建設工事請負制限付一般競争入札執行要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、市が発注する建設工事の請負契約について、地方自治法施行令（昭和 

２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の５及び第１６７条の５の２の

規定に基づき、必要な資格を定めて行う制限付一般競争入札（以下「入札」という。）の執

行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（対象工事） 

第２条 入札の対象とする工事は、１件につき設計金額が３，０００万円以上の建設工事と 

する。ただし、市長が認める場合はこの限りでない。 

（参加資格） 

第３条 入札に参加する者に必要な資格（以下「参加資格」という。）は、次の各号に定める

とおりとする。 

⑴ 施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

⑵ 入間市契約規則（平成１４年入間市規則第３１号。以下「契約規則」という。）第２条

の規定により入間市の一般競争入札に参加させないこととされた者でないこと。 

⑶ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされてい

る者、又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがな

されている者については、更生手続又は再生手続開始決定日を審査基準日とした経営事項

審査の再審査を受けていること。 

⑷ 入間市建設工事等の競争入札参加者の資格等に関する規程（平成６年告示第１９１号）

第３条の規定に基づく入間市競争入札参加資格者名簿に、対象工事に対応する業種で登載

されている者であること。 

⑸ 開札日から１年７月前の日以降の日を審査基準日とする経営事項審査（建設業法（昭和

２４年法律１００号）第２７条の２３第１項の規定による経営に関する客観的事項につい

ての審査をいう。）を受けていること。 

⑹ 公告日から落札決定までの期間に、入間市建設工事等の契約に係る指名停止等の措置要

領（平成６年１１月１日施行）に基づく指名停止措置を受けていない者であること。 
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⑺ 公告日から落札決定までの期間に、入間市の締結する契約からの暴力団排除措置要綱

（平成８年８月１日施行）に基づく指名除外等の措置を受けていない者であること。 

２ 必要に応じて、前項のほか次の各号に定める事項に係る参加資格について、定めることが

できるものとする。 

⑴ 対象工事に対応する業種の発注標準額の業者格付 

⑵ 対象工事に対応する業種の経営事項審査の総合評定値 

⑶ 対象工事に対応する業種の資格者名簿における資格審査数値 

⑷ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）に基づく許可を受けた営業所の所在地 

⑸ 一定基準を満たす同種又は類似工事の施工実績 

⑹ 当該工事に配置予定の技術者 

⑺ 前各号に定めるもののほか、市長が必要と認める事項 

（公告内容等の決定） 

第４条 入間市工事請負業者等指名委員会（以下「指名委員会」という。）は、前条に定める

参加資格のほか公告の内容等を決定する。 

（入札の公告） 

第５条 入札の公告は、入間市契約規則（平成１４年規則第３１号。以下「契約規則」という。）

第３条で規定するところにより、入札期日の１０日前までに様式第１号により、入間市公告

式条例（昭和３１年条例第３号）第２条第２項に規定する本庁及び各支所掲示場に掲示して

行うとともに、入札を実施する課においてその写しを掲示する。 

  （入札参加の申込み） 

第６条 入札に参加を希望する者（以下「参加希望者」という。）は、参加資格の有無及び入

札保証金の取扱いを確認するため、所定の期限までに、入間市制限付一般競争入札参加申込

書（様式第２号。以下「申込書」という。）に入間市制限付一般競争入札参加資格等確認資

料（様式第３号。以下「確認資料」という。）を添えて、市長に提出し、入札参加の申込み

をしなければならない。この場合において、埼玉県電子入札共同システム（以下「電子入札

システム」という。）による入札の場合は、原則として電子入札システムにより電子データ

で競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）をあわせて提出しなければならない。  

（入札参加資格の審査及び通知） 

第７条 市長は、申込書により参加希望者一覧表（様式第４号）を作成する。 
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２ 市長は、前条の規定により申込書を提出した参加希望者に対しては、入札参加資格の有無

を審査し、その結果を制限付一般競争入札参加資格等の確認結果書（様式第５号又は様式第

６号）により通知する。ただし、電子入札システムにより申請書の提出があった場合は、電

子入札システムにより電子データで参加希望者に競争参加資格確認通知書を発行する。 

（設計図書の閲覧等） 

第８条 設計図面、設計書及び仕様書（以下「設計図書等」という。）は、第５条の公告をし

た日から入札を実施する課において、参加希望者又は参加資格者に閲覧させ、若しくは貸し

出し又は電子媒体により配付するものとする。 

２ 設計図書等の閲覧又は貸出しを受けようとする者は、その旨を申請し、承認を受けなけれ

ばならない。 

（入札保証金） 

第９条 入札保証金の納付及び免除については、契約規則第５条及び第８条の規定に基づくも

のとする。 

２ 落札者が契約を締結しないときは、その者に係る入札保証金（その納付に代えて提供され

た担保を含む。）は、地方自治法第２３４条第４項の規定に基づき還付しないものとする。 

（入札金額見積内訳書） 

第１０条 入札参加者は、入札時に入札金額見積内訳書を市長に提出するものとする。この場

合において、電子入札システムによる入札の場合は、原則として電子入札システムにより電

子データで入札金額見積内訳書を提出するものとする。 

 （入札の執行） 

第１１条 市長は、入札前に、参加資格があると認めた旨の確認通知書の写しの提出及び入札

保証金に係る預り証を提示させること等により、入札参加者が参加資格者であることを確認

するものとする。 

２ 参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者の入

札参加は、認めないものとする。 

３ 入札参加者は、契約規則、入間市建設工事請負契約約款、設計図書等及び現場等を熟知の

うえ、入札しなければならない。この場合において、入札書に記載する金額は、消費税及び

地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積った契約希望金額

の１１０分の１００に相当する金額とするものとする。 
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４ 入札書は、封かんのうえ入札者の氏名を表記し、所定の日時及び場所において持参し、入

札しなければならない。この場合において、電子入札システムによる入札の場合は、原則と

して電子入札システムにより電子データで入札書を提出しなければならない。 

５ 入札開始後に入札会場に到着した者は、入札に参加することができない。 

６ 入札参加者は、提出した入札書の書き換え、引き換え又は撤回することができない。 

７ 落札者は、入札書比較価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格の１１０分の１００の価

格以上の価格をもって入札した者のうち最低の価格をもって入札した者とする。 

８ 落札とすべき同額の入札をした者が２人以上いるときは、直ちに当該入札参加者にくじを

引かせ、落札者を決定することとし、当該入札参加者は、くじを辞退することができない。

この場合において、電子入札システムによる入札の場合は、電子くじにより落札者を決定す

る。 

（入札の取りやめ等） 

第１２条 市長は、入札を公正に執行することができないと認めるときは、入札の執行を延期

し、落札者の決定を保留し、又は入札を取りやめることができる。 

２ 天災、地変その他やむを得ない事由により入札の執行が困難なときは、その執行を延期し、

又は取りやめることができる。 

３ 入札参加者が１者であるときは、入札を執行しないものとする。ただし、次の各号のいず

れかに該当するときにあっては、この限りでない。 

⑴ 再度入札のとき 

⑵ 一抜け入札において、先に開札した入札の落札者又は落札候補者がした当該入札への入

札を無効としたとき 

⑶ 埼玉県電子入札共同システムを利用するとき  

（再度入札） 

第１３条 初度入札において、予定価格の範囲に達した価格の入札がないときは、再度の入札

を行う。 

２ 再度入札に参加できる者は、前回の入札に参加した者（最低制限価格を設けた場合にあっ

ては、最低制限価格を下回らない入札をした者）に限る。 

３ 入札の回数については、初度入札と再度入札を合わせて３回までとする。３回の入札執行

後落札者がいない場合は、入札を中止し、不調とする。この場合、日時を改めて公告をして、
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入札に付するものとする。ただし、入札に付することができないときは、随意契約とするこ

とができるものとする。 

４ 前項の規定にかかわらず、予定価格を事前公表した場合の入札の回数は１回とし、落札者

がいない場合は、入札を中止し、不調とする。この場合、日時を改めて公告をして入札に付

するものとする。ただし、入札に付することができないときは、随意契約とすることができ

るものとする。 

（入札の辞退） 

第１４条 参加資格者は、参加資格の確認後であっても、入札を辞退することができるものと

する。 

２ 桁違いなどの錯誤や積算ミス、仕様書などの認識不足による入札金額の誤記入は、入札書

投函後では辞退を認めず、有効な入札として取扱うものとする。 

（契約保証金） 

第１５条 契約保証金の納付及び免除については、契約規則第２６条及び第２８条の規定に基

づくものとする。 

２ 契約の相手方が契約上の義務を履行しないときは、その者に係る契約保証金（その納付に

代えて提供された担保を含む。）は、地方自治法第２３４条の２第２項の規定に基づき還付

しないものとする。 

  （異議の申立て） 

第１６条 入札を行った者は、入札後は、契約規則、建設工事請負契約約款、設計図書等、現

場の状況等についての不明を理由として異議を申し立てることができない。 

（雑則） 

第１７条 この要領に定めがない事項は、その都度市長が定めるものとする。 

附 則 

１ この要領は、平成１５年４月１日から施行する。 

２ 入間市建設工事制限付一般競争入札試行要領は、廃止する。 

附 則 

この要領は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 
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附 則 

この要領は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２５年３月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２６年４月１０日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

 


